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第 33 期 横浜市社会教育委員名簿 

１ 社会教育委員 
任期／令和３年９月 15日～令和５年９月 14日 

（敬称略） 

氏名 役職名 選出区分 

安藤
あんどう

 壽子
ひ さ こ

 元お茶の水女子大学 学校教育研究部 教授 

学識経験者 野口
の ぐ ち

 武
たけ

悟
のり

 専修大学  文学部 教授 

牧野
ま き の

 篤
あつし 東京大学 大学院教育学研究科 教授 

中央教育審議会生涯学習分科会委員 

中西
なかにし

 孝子
た か こ

 特定非営利活動法人デイジー横浜 理事 社会教育関係者 

副島
そえじま

 江
え

理子
り こ

 横浜市立緑園東小学校 校長 
学校教育関係者 

長尾
な が お

 一
はじめ

横浜市立盲特別支援学校 校長 

高木
た か ぎ

 一
かず

江
え

横浜市中部地域療育センター 所長 家庭教育関係者 

大橋
おおはし

由
よ し

昌
ま さ 特定非営利活動法人横浜市視覚障害者福祉協会 

副会長 
教育委員会が 

必要と認める者 齋
さい

木
き

  小太郎
こ た ろ う

 
株式会社 ポプラ社 こどもの学びグループ 

こどもの学び研究所 主席研究員 

松島
まつしま

 雅樹
ま さ き

 横浜市脳性マヒ者協会 事務局長 

２ 事務局 
氏名 役職名 

渡邊
わたなべ

 孝之
たかゆき

 教育委員会事務局生涯学習担当部長 

宮田
み や た

 純一
じゅんいち

 教育委員会事務局生涯学習文化財課長 

平中
ひらなか

 文
ふみ

朗
お

教育委員会事務局生涯学習文化財課生涯学習係長 

神谷
か み や

 知
ち

栄
え

教育委員会事務局生涯学習文化財課担当 

鈴木
す ず き

 薫
かおる

教育委員会事務局生涯学習文化財課担当 

中江
な か え

 華
か

菜
な

教育委員会事務局生涯学習文化財課担当 

３ 関係部署 

区局 課 

健康福祉局 障害施策推進課 
障害自立支援課 

こども青少年局 障害児福祉保健課 

教育委員会事務局 小中学校企画課 
特別支援教育課 
企画運営課、サービス課（中央図書館） 
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横浜市社会教育委員 関係法令等 

■社会教育法（関連部分抜粋）

■横浜市社会教育委員条例

■横浜市社会教育委員会議規則

資料２ 
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○社会教育法（社会教育委員の関連部分抜粋）
（昭和 24年６月 10日法律第 207 号） 

（最終改正：令和元年５月 24日法律第 11号） 

（市町村の教育委員会の事務） 
第５条 市（特別区を含む。以下同じ。）町村の教育委員会は、社会教育に関
し、当該地方の必要に応じ、予算の範囲内において、次の事務を行う。 
二 社会教育委員の委嘱に関すること。 

（審議会等への諮問） 
第 13 条 国又は地方公共団体が社会教育関係団体に対し補助金を交付しよう
とする場合には、あらかじめ、国にあつては文部科学大臣が審議会等（国家行
政組織法（昭和二十三年法律第百二十号）第八条に規定する機関をいう。第五
十一条第三項において同じ。）で政令で定めるものの、地方公共団体にあつて
は教育委員会が社会教育委員の会議（社会教育委員が置かれていない場合に
は、条例で定めるところにより社会教育に係る補助金の交付に関する事項を調
査審議する審議会その他の合議制の機関）の意見を聴いて行わなければならな
い。 

（社会教育委員の設置） 
第 15 条 都道府県及び市町村に社会教育委員を置くことができる。 
２ 社会教育委員は、教育委員会が委嘱する。 

（社会教育委員の職務） 
第 17 条 社会教育委員は、社会教育に関し教育委員会に助言するため、次の
職務を行う。 
一 社会教育に関する諸計画を立案すること。 
二 定時又は臨時に会議を開き、教育委員会の諮問に応じ、これに対して、意
見を述べること。 
三 前二号の職務を行うために必要な研究調査を行うこと。 
２ 社会教育委員は、教育委員会の会議に出席して社会教育に関し意見を述べ
ることができる。 
３ 市町村の社会教育委員は、当該市町村の教育委員会から委嘱を受けた青少
年教育に関する特定の事項について、社会教育関係団体、社会教育指導者その
他関係者に対し、助言と指導を与えることができる。 

（社会教育委員の委嘱の基準等） 
第 18 条 社会教育委員の委嘱の基準、定数及び任期その他社会教育委員に関
し必要な事項は、当該地方公共団体の条例で定める。この場合において、社会
教育委員の委嘱の基準については、文部科学省令で定める基準を参酌するもの
とする。 

資料２ 

3



○横浜市社会教育委員条例
制定   昭和 25 年８月４日条例 30号 
最終改正 平成 25年 12 月 25 日条例第 90号 

(設置) 
第 1条 社会教育法(昭和 24年法律第 207 号)第 15 条の規定に基き、本市に社
会教育委員(以下委員という。)を置く。 

(委嘱の基準) 
第 2条 委員は、次に掲げる者のうちから教育委員会が委嘱する。 
(1) 学校教育及び社会教育の関係者
(2) 家庭教育の向上に資する活動を行う者
(3) 学識経験のある者
(4) 前 3号に掲げる者のほか、教育委員会が必要と認める者

(委員の定数) 
第 3条 委員の定数は 10人とする。 

(任期その他) 
第 4条 委員の任期は 2年とする。但し、1 回に限り重任を妨げない。 
2 補欠委員の任期は、前任者の残任期間とする。 
3 教育委員会は、特別の事情があるときは、任期中でも委員を解嘱すること
ができる。 

(費用弁償) 
第 5条 委員が職務のため市外に出張したときは、費用弁償として旅費を支給
する。 
2 前項の旅費は、横浜市旅費条例(昭和 23 年 10 月横浜市条例第 73号)中 2号
の者に支給する額により、同条例を準用して支給する。 
3 委員が職務を行うために必要な研究調査及びその他の費用は、予算の範囲
内においてこれを弁償する。 

(委任) 
第 6条 この条例施行に関し必要な事項は、教育委員会が定める。 

資料２ 
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○横浜市社会教育委員会議規則

制定  昭和 25年 8 月 4日 教育委員会規則第 6 号

最終改正 平成 15年 10 月 15日 教育委員会規則第 16号 
(目的) 
第 1条 横浜市社会教育委員(以下「委員」という。)の会議(以下会議とい
う。)については、この規則の定めるところによる。 

 (議長及び副議長) 
第 2条 会議に、議長及び副議長それぞれ一人を置く。 
2 議長及び副議長は、委員の互選により定める。 
3 議長及び副議長の任期は、委員の任期とする。 
4 副議長は、議長を補佐し、議長に事故があるとき、又は議長が欠けたとき
は、その職務を行う。 

(会議) 
第 3条 会議は、必要に応じ議長が招集し、これを主宰する。 
2 会議は、委員の過半数が出席しなければ開くことができない。 
3 議事は、出席委員の過半数でこれを決し、可否同数のときは議長の決する
ところによる。 

(関係者の出席) 
第 4条 議長は、議案その他に関し必要あるときは、関係者の出席を求めて、
その意見又は説明を聴くことができる。 

第 5条 教育委員会事務局職員は、会議に出席して、意見を述べることができ
る。 

 (庶務) 
第 6条 会議に必要な庶務は、教育委員会事務局において行う。 

(委任) 
第 7条 この規則に定めるもののほか、必要な事項は、教育長が別にこれを定
める。 

資料２ 
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第 33 期社会教育委員会議について 

１ テーマ選定の背景 

・読書は、教育や就労を支える重要な活動であり、障害の有無にかかわらず全ての人

が読書することのできる環境を整備していく必要があります。

・こうした背景を踏まえて令和元年に施行された「視覚障害者等の読書環境の整備の

推進に関する法律（以下、「読書バリアフリー法」）」では、第８条に「地方公共団体

における視覚障害者等の読書環境の整備の推進に関する計画を定めるよう努めなけ

ればならない」とされています。【資料４「視覚障害者等の読書環境の整備の推進に

関する法律概要」参照】

また、同法第８条第２項において、「地方公共団体は、計画を定めようとするときは、

あらかじめ、視覚障害者等その他の関係者の意見を反映させるために必要な措置を

講ずるよう努めるものとすること」とされていることから、社会教育委員会議を意

見を反映させる場としたいと考えています。

・読書バリアフリー法に基づく本市取組の方向性について、専門的な知見を有する社

会教育委員から提言をいただき、その提言を踏まえて「第三次横浜市民読書活動推進

計画」（令和５年度策定予定、計画期間：令和６年度から 10 年度）の策定において、

本市の読書バリアフリーに関する取組方針を盛り込んでまいります。

２ 計画策定に向けたスケジュール（予定） 

※読書バリアフリー法に関係する市役所内の部署が、既存の取組の確認や施策の検討を行う会議

令和３年７月 第１回庁内検討会議 ※ 

令和３年９月 第２回庁内検討会議 

11 月 第１回社会教育委員会議 

令和４年３月 第２回社会教育委員会議 

６月 第３回社会教育委員会議 

７月 第３回庁内検討会議 

９月 第４回社会教育委員会議（提言議論） 

10 月 第４回庁内検討会議 

11 月 第５回社会教育委員会議（提言議論） 

12 月 教育委員会 一般報告（提言公表） 

令和５年９月 市会（第三次横浜市民読書活動推進計画 素案報告） 

10 月 市民意見募集（第三次横浜市民読書活動推進計画 素案） 

令和６年３月 市会（第三次横浜市民読書活動推進計画 原案報告） 

第三次横浜市民読書活動推進計画 策定 

資料３ 
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本市の現状について 

１ 視覚障害者等の読書環境の整備状況 
(1) アクセシブルな書籍等

市立図書館では、中央図書館を中心に、点字図書 ※１や拡大図書 ※２、触る絵本 ※３、LL ブッ

ク ※４、などのアクセシブルな書籍や、音声デイジー※５、マルチメディアデイジー※６などのア

クセシブルな電子書籍等を整備しています。特色ある取組としては、中央図書館において図書

館協力者 ※７による音声デイジーの製作を行っているほか、令和３年度から、障害者作業所と

連携し、テキストデイジー※８を試行的に製作しています。

学校図書館では、盲特別支援学校において、点字図書、拡大図書、触る絵本、音声デイ

ジー、マルチメディアデイジー等、幼児・児童・生徒の障害特性に応じた様々な種類の書籍を

整備しています。その他の学校では、アクセシブルな書籍等を必要とする児童、生徒の在籍

状況に応じて、整備が行われています。 

アクセシブ
ルな書籍等

ア ク セ シ
ブ ル な 書
籍

■「点字図書」※１…凸点を組み合わせて文字体系とした点字で記された図書。 
■「拡大図書」※２…弱視者や⾼齢者などが読みやすいよう、⽂字や図版を拡⼤

して複製した図書。 
■「触る絵本」※３…さまざまな材料を用いて盛り上がった形の挿絵を作成し、

それを貼り付けるなどして、手で触って分かるようにした絵本。
■「LL ブック」※４…やさしい言葉で分かりやすく書かれた本。ピクトグラム

※９や写真・図を使って理解を助ける。

アクセシブ
ルな電子書
籍等

■「音声デイジー」※５…図書や雑誌の内容を録音して音声にしたもの。図や写
真の説明も入っている。目次やページ情報が収録されているので、本をめく
るように読むことができる。音声の速さも変えることが可能。デイジーを再
生するためには、専用の再生機器を用いるか、PC にソフトウェアをインスト
ールする、タブレット等で再生アプリをダウンロードするなどして利用す
る。 

■「マルチメディアデイジー」※６…文字や画像をハイライトしながら、その部分
の音声と一緒に読むことができる。パソコンやタブレットなどを使って再生す
る。文字の大きさや背景の色も変えることができる。視覚障害者、ディスレクシ
ア、本を持ちページをめくれない上肢障害がある人に有効な図書とされる。

■「テキストデイジー」※８…テキストデータ（文字）に見出し情報やページ情報
等の文書構造を付加したもの。音声合成機能で読み上げさせる。

■音声読み上げ対応の電子書籍

※７「図書館協力者」

原則図書館に個人登録し、対面朗読または点訳・音訳等の資料製作を行い、活動に対して相応の対価が支払わ

れる者。無償のボランティアはこれに含まれない。 

※９「ピクトグラム」

   単語の意味を分かりやすい絵で表現した記号のこと。 

資料５ 
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(2) 読書支援機器

市立図書館では、中央図書館を中心に、拡大読書器 ※10やリーディングトラッカー※11、デイ

ジー図書の再生機器などの読書支援機器が整備されています。令和 4年度には市内の全区の図

書館にデイジー図書の再生機器を整備する予定です。 

学校図書館では、盲特別支援学校において、拡大読書器や書見台 ※12、デイジー図書の再生機

器などの様々な読書支援機器を整備しています。その他の学校では、読書支援機器を必要とす

る児童、生徒の在籍状況に応じて、整備が行われています。 

健康福祉局では、障害福祉サービス（日常生活用具給付等事業 ※13）として、アクセシブルな

電子書籍等を再生するための再生機器や拡大読書器等の読書支援機器を、視覚障害者（等級の

要件あり）を対象に給付しています。 

※10「拡大読書器」

文字を拡大表示させる機器。白黒反転、拡大率の変更等の機能がついている。 

※11「リーディングトラッカー」

   読書補助具の一つで、読みたい特定の行に集中して読めるように、両隣の行の文字を隠して読み進めるこ

とができる機器のこと。視覚障害（視野狭窄や黄斑変性）、ディスレクシアのある人に有効なツールとさ

れている。 

※12「書見台」

  資料が読みやすくなるよう、資料を机に対して一定の角度に固定できるようにした台。目を近づけず、身

体に優しい姿勢で長時間読書ができる。 

※13「日常生活用具給付等事業」

   重度の障害がある方に、日常生活を円滑に過ごすために必要な用具を給付する事業。 

資料５ 
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２ 読書バリアフリー法「基本理念」の関連取組 
(1) アクセシブルな書籍等の充実に向けた取組

ア アクセシブルな書籍等の製作人材育成

市立図書館では、対面朗読 ※14や音声デイジーの製作を担う図書館協力者に対し、研修を

行ってスキル向上を図っています。 

健康福祉局では、「点訳・音訳奉仕員養成事業」を実施しています。養成された点訳者・

音訳者は、各区の社会福祉協議会等を拠点として、書籍や手紙等を点訳、音訳するなどの

プライベートサービスを主に実施するボランティアとして活動しています。 

イ インターネットサービスの活用

インターネット上の電子図書館の「サピエ図書館 ※15」や「国立国会図書館視覚障害者等

用データ送信サービス ※16」（以下、「国会図書館」）は、アクセシブルな電子書籍等を視覚障

害者等が無料で利用できます。 

市立図書館では、視覚障害者を対象に、サピエ図書館や国会図書館のアクセシブルな電子

書籍等の郵送貸出や、サピエ図書館の個人登録の窓口となっています。現在はサピエ図書館

や国会図書館のアクセシブルな電子書籍等の貸出の対象を「視覚障害者」としていますが、

今後、発達障害や上肢障害の障害者等にも対象を広げる方向で検討をすすめています。 

盲特別支援学校でも、サピエ図書館や国立国会図書館のアクセシブルな電子書籍等を幼

児・児童・生徒へ提供しています。 

※14「対面朗読」

視覚障害者等に対して、朗読者が本を直接読み上げること。 

※15「サピエ図書館」

   インターネット上の電子図書館。30万タイトル以上の録音・点字・電子図書を、パソコン・スマートフォ

ン・専用機器を使って、読んだり聴いたりできる。録音・点字図書の貸出を依頼することもできる。国立

国会図書館のデータも、一部を除いてサピエ図書館で利用できる。視覚障害者等、活字による読書に困難

がある方が利用するために個人登録する場合は無料。図書館、学校等団体・施設が、利用する場合は年間

４万円の利用料がかかる。

※16「国立国会図書館視覚障害者等用データ送信サービス」

  国立国会図書館や全国の公共図書館や大学図書館などが製作した約３万点のデイジー・テキストデータ・

点字データなどを、無料で、インターネットを経由して利用できる。 

資料５ 
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(2) 視覚障害者等の障害の種類、程度に応じた配慮につながる取組

ア 円滑な利用のための支援、障害者サービスの状況

市立図書館では、対面朗読が市内の全区の図書館で実施され、令和３年３月からオンラ

インによる対面朗読を実施しています。またデイジー図書の再生機器の操作サポートの相

談を受け付けています。さらに、令和３年度中にレファレンスサービスで回答した資料に

ついて、読み上げ可能な「プレーンテキスト ※17」での提供を開始する予定です。 

学校図書館では、盲特別支援学校において、対面朗読や幼児・児童・生徒の障害特性に

配慮した照明の調整など様々な取組を行っています。その他の学校図書館では、ユニバー

サルデザインやピクトグラムを使用した表示を掲示している学校図書館もあります。

イ 図書館サービス人材育成

市立図書館では、司書職員向けに、障害者サービスの理解や、デイジー図書の再生機器

の操作に関する研修を実施しています。 

学校図書館では、各校に配置される学校司書 ※18向けに特別支援教育に関する研修を実施

しています。 

※17「プレーンテキスト」

  文字コードだけで構成された文書データ。 

※18「学校司書」

  学校図書館法第６条で定められた専ら学校図書館の職務に従事する職員。横浜市では、平成 28年度に

小学校、中学校、義務教育学校、特別支援学校の全校に学校司書が配置されている。 

資料５ 
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【資料５　別紙】

本市の現状について（要約版）

　　  市立図書館：

　　  学校図書館：

市立図書館：

学校図書館：

健康福祉局：

（１）アクセシブルな書籍等の充実に向けた取組

　　　市立図書館：

　　　健康福祉局：

　　  市立図書館：

　　  学校図書館：

　　  市立図書館：

　　  学校図書館：

　　  市立図書館：

　　  学校図書館：

２　読書バリアフリー法「基本理念」の関連取組

ア アクセシブルな書籍等の製作人材育成

サピエ図書館や国会図書館のアクセシブルな電子書籍等の郵送貸出や、サピエ図書館の個人登録の窓口になっている。
現在はサピエ図書館や国会図書館のアクセシブルな電子書籍等の貸出等の対象を「視覚障害者」としているが、今後、発達障害や上肢障害の障害者等にも対象を広げる方向で検討している。

盲特別支援学校において、サピエ図書館、国会図書館のアクセシブルな電子書籍等を幼児・児童・生徒へ提供。

イ インターネットサービスの提供

「点訳・音訳奉仕員養成事業」を実施。養成者は、各区の社会福祉協議会等を拠点として、書籍や手紙等を点訳・音訳するプライベートサービスを主に実施するボランティアとして活動。

1　視覚障害者等の読書環境の整備状況

（１）アクセシブルな書籍等

（２）読書支援機器

中央図書館を中心に、拡大読書器やデイジー図書の再生機器等の読書支援機器を整備。令和4年度には、市内の全区の図書館にデイジー図書の再生機器を整備予定。

盲特別支援学校では、幼児・児童、生徒の障害特性に応じた様々な種類の読書支援機器を整備。その他の学校では、読書支援機器を必要とする児童、生徒の在籍状況に応じて整備。

障害福祉サービス（日常生活用具給付等事業）として、アクセシブルな電子書籍等を再生するための再生機器等を、視覚障害者（等級の要件あり）を対象に給付。

対面朗読や音声デイジーの製作を担う図書館協力者に対するスキル向上のための研修を実施。

中央図書館を中心に様々な種類のアクセシブルな書籍等を整備。特色ある取組として、音声デイジーの製作を行っているほか、令和３年度から障害者作業所と連携しテキストデイジーを試行的に製作。

盲特別支援学校では、幼児・児童・生徒の障害特性に応じた様々な種類のアクセシブルな書籍等を整備。その他の学校では、アクセシブルな書籍等を必要とする児童、生徒の在籍状況に応じて整備。

司書職員向けに、障害者サービスの理解、デイジー図書の再生機器の操作に関する研修を実施。

学校司書向けに特別支援教育に関する研修を実施。

（２）視覚障害者等の障害の種類、程度に応じた配慮につながる取組

ア 円滑な利用のための支援、障害者サービスの状況

対面朗読が市内の全区の図書館で実施され、令和３年３月からオンラインによる対面朗読を実施。
デイジー図書の再生機器の操作サポートやレファレンスで回答した資料について、読み上げ可能なプレーンテキストで提供開始予定。

盲特別支援学校では、対面朗読や幼児・児童・生徒の特性に配慮した照明の調整等を実施。その他の学校では、ユニバーサルデザインやピクトグラムを使用した表示を掲示している学校図書館もある。

イ 図書館サービスの人材育成
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本市の今後の方向性について

１ 読書バリアフリー法「基本理念」についての検討 
(1) アクセシブルな書籍等の充実

ア アクセシブルな書籍等の製作人材の確保

・アクセシブルな書籍等の製作は、主に図書館等が養成した図書館協力者やボランティ

アが担っており、担い手の高齢化などの課題があり、製作人材の確保が必要です。

・製作人材の確保にあたっては、ボランティアのみに頼ることなく、様々な方策の検討が

求められています。

イ インターネットサービスのさらなる活用

・「サピエ図書館」や「国立国会図書館」は、全国で製作されたアクセシブルな電子書籍

等が集約され、視覚に障害のある方等は無料で利用できます。（サピエ：約 30 万タイ

トル、国会図書館：約３万タイトル）

・アクセシブルな書籍等の購入、製作に取り組むとともに、人口規模の大きい横浜市に

おいては「サピエ図書館」や「国立国会図書館」の利用を促進することが有効です。

(2) 視覚障害者等の障害の種類・程度に応じた配慮
ア 司書、司書教諭・学校司書等の育成

・図書館司書や司書教諭・学校司書が、障害特性に応じた支援を行うためには、障害特

性や障害者サービスの内容を理解し、支援方法を習得することが重要です。

・特に発達障害などの見えにくい障害のある方については、個人の障害特性に応じて支

援方法が異なるため、支援者の理解を深める必要があります。

イ アクセシブルな電子書籍等の活用

・アクセシブルな電子書籍等は、文字の拡大、背景の色の変更、音声読み上げ機能など、

一つの書籍で障害の種類・程度に応じた読書をすることが可能なため(資料６別紙参

照)、障害の種類・程度に応じた配慮を行う上で有効です。

・アクセシブルな書籍等の活用推進には、サピエ図書館などのインターネットサービス

の活用が効果的です。

ウ 読書バリアフリーに関する制度や知識の普及啓発

・読書バリアフリーに関連する制度やサービスなどの各種支援について、必要とする人

に的確に届くような周知・啓発が必要です。

・特に、発達障害など見えにくい障害のある方に情報が行き渡るよう配慮が必要です。

資料６ 
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２ 本市における取組の方向性（案） 

(2) 重点取組

《重点取組１》アクセシブルな書籍等の製作人材の確保 

 若者や障害者等の製作参画促進（大学、障害者施設等との連携） 

《重点取組２》インターネットサービス提供体制の強化 

ア インターネットサービス「サピエ図書館」や「国立国会図書館」の視覚障害者等の利用

を促進

イ GIGA スクール ※19端末を利用して児童・生徒がデイジー図書を活用できるよう体制を整

備

《重点取組３》司書、司書教諭・学校司書等の人材育成 

障害特性に応じた支援が行えるよう、図書館や学校における研修を実施 

《重点取組４》効果的な広報戦略 

ア 各種支援情報を集約して見える化

イ 当事者のみならず、支援者や児童生徒、保護者を含めて幅広く広報を実施

※19「GIGA スクール」

文部科学省が「児童生徒向けの 1人 1台端末と、高速大容量の通信ネットワークを一体的に整備することで、

多様な子どもたちを誰一人取り残すことなく、公正に個別最適化された学びを全国の学校現場で持続的に実

現させる」GIGA スクール構想を提唱。横浜市では、令和２年 9 月に「横浜市における GIGA スクール構想」

を策定し、令和３年３月に、市立学校（小学校・中学校・特別支援学校（小・中学部））に在籍する児童生徒

及び教員に約 27万台の端末の納入が完了した。 

(1) 基本的な取組
・アクセシブルな書籍等、読書支援機器の拡充

・アクセシブルな書籍等を必要とする方が利用できる制度整備

資料６ 
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資料６別紙

視覚障害 上肢障害 発達障害（識字） 知的障害

点字図書 △ ‐ ‐ ‐

拡大図書 △ - △ △

触る絵本 △ - △ △

LLブック △ △ ○ ○

音声読み上げ対応の電子書籍 ○ ○ ○ △

デイジー図書 ○ ○ ○ △

オーディオブック ○ ○ ○ △

テキストデータ ○ ○ ○ △

点字データ ○ ○ ○ △

主なアクセシブルな書籍等対応表

参考資料：『多様なニーズによりそう学校図書館　特別支援学校の合理的配慮を例に』（少年写真新聞社）
『図書館利用に障害のある人々へのサービス　上巻』（日本図書館協会）

アクセシブルな
書籍

アクセシブルな
電子書籍等

アクセシブルな
書籍等

【凡例】○…有効、△…一部に有効
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